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司法支援建築会議会報

　2000 年に司法支援建築会議が発足してから 14 年と
なりますが、その間組織も活動も充実し、今では学会の
社会貢献の大きな柱として社会から高い評価を得ていま
す。これも会議会員の皆さまの多大な努力によるもので
あり、あらためて高い敬意を表し御礼を申し上げます。
　近年、建築を巡る社会の変化は激しいものがあります。
阪神・淡路大震災に続き東日本大震災は未曾有の被害を
もたらしました。これによって人々の「耐震性」に対す
る意識も大きく変化しています。建物の構造もさまざま
な新しい技術が取り入れられ、変化のテンポはますます
速くなっているように見えます。このように、社会や技
術の変化に伴って建築に関わる紛争の種類や性質も変化
し、司法支援建築会議に対しても新たな役割が求められ
ます。
　現在直面している主な課題には次のようなものがあり、
今後はこれらの課題を軸として活発な活動を展開してい
く予定です。
１）会議会員の若返りと活動の活性化
２）支部設立の促進
３）ＡＤＲへの関与の拡充
４）より的確な専門的知見の提供 
　2013 年度の司法支援建築会議の組織と活動を以下に
紹介いたします。本会議は運営委員会のもとに三つの部
会と二つの小委員会を擁して活動しました。運営委員会
は主として司法支援建築会議の活動全般の企画・運営を
行いました。支援部会（部会長：田中淳夫）、調査研究
部会（部会長：松本光平）、普及・交流部会（部会長：
柿﨑正義）、修補工事費見積り検討小委員会（主査：池
永博威）、集合住宅の音環境に係わる建築紛争と対策編
集小委員会（主査：井上勝夫）は、当会議の目的とする
具体的な事業を実施しました。この１年間の主な事業を
報告します。
１．全体会議・シンポジウム開催、会議会員の顕彰
　司法支援建築会議の設立 10 周年を機に、2013 年 5

月 15 日に全体会議ならびにシンポジウム「司法支援建
築会議のこれまでとこれから」を開催しました（参加者
120 名）。引き続き司法名誉会員推挙（5 名）、功労者表
彰（20 名）、感謝状贈呈（203 名）を挙行しました。
２．支部組織の整備
　司法支援建築会議の支部は北海道支部、東海支部、近
畿支部が設置されていますが、現在九州支部設立に向け
て準備が進んでいます。これによって地方における司法
支援活動の活性化、法曹界と会議会員との交流、学会本
部と地方との連携が一層促進されると期待されます。
３．裁判所・ADRとの情報交換
　国土交通省建設工事紛争審査会との懇談会を 2013 年
11 月 22 日に開催して、今後の連携のあり方について
意見交換をしました。また最高裁民事局と「鑑定・調停
等実績データベース」に関する打ち合わせ会を 2014 年
3 月 31 日に開催しました。
４．裁判所・ADRへの支援
　支援部会は、最高裁民事局を通じて地方裁判所に鑑定
人候補者（横浜地裁 1 名、高知地裁 1 名）、民事調停委
員候補者（東京地裁 50 名、大阪地裁 7 名）を推薦しま
した。また原子力損害賠償紛争解決センターの依頼によ
り東日本大震災の原子力事故による建物被害調査を目的
とした専門委員候補者（2 名）を推薦しました。普及・
交流部会は、地方裁判所からの依頼により講演会講師

（東京地裁（2 名）、さいたま地裁（1 名））を推薦しま
した。
５．調査研究活動
　調査研究部会は、「建築設計契約の紛争リスクに関す
る研究－小規模建築物プロジェクトの場合」をホーム
ページ「論説館」に掲載しました。引き続き「設計者の
説明責任義務」を検討中です。修補工事費見積り検討小
委員会は、「修補工事費の見積り検討報告書」の完成に
向けてまとめの作業を進めています。
６．会員への情報発信・啓発活動
　調査研究部会は、「鑑定・調停実績報告書データベー
ス」の充実を進め、司法支援建築会議ホームページの

「より良い建築のための失敗の博物館」で公開していま
す（登録 196 件）。普及・交流部会は、2013 年 11 月
8 日に第 14 回司法支援建築会議講演会「契約を巡る建
築紛争の実態と対応」を開催しました（参加者 178 名）。
また「集合住宅の音環境に係わる建築紛争と対策」の出
版準備（2015 年 2 月刊行予定）を進めています。さら
に当会議会報 12 号を刊行しました（8 月）。
７．支部地域の会員との交流
　当会議北海道支部と普及・交流部会では、地域におけ
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る建築紛争の諸課題の検討や地域の会議会員との交流を
目的とした第 5 回建築紛争フォーラム「積雪寒冷地に
おける建築紛争の現状と課題」を 2013 年 9 月 1 日に
札幌で開催しました（参加者 120 名）。
８．登録会員数 362名（2014 年 3月現在）

■2013年度会議支部活動報告■2013年度会議支部活動報告

○北海道支部	 井野　智
　会議北海道支部は東海、近畿支部に続き３番目に設置
された。初年度の活動状況は次のとおりである。
１．調停委員等候補者の推薦　　調停委員候補者４名と、
司法委員候補者２名を推薦、新たに司法支援建築会議会
員１名が専門委員となった。
２．裁判所との情報交換　　2000 年以来続けてきた札
幌地裁との懇談会（2014 年度から「建築関係訴訟連絡
協議会」）第 37 回、38 回、39 回を実施した。
① 協議事項「建築関連事件の損害額を設定する要素、
諸条件」（出席 24 名）② 山本明恵調停委員の講演「住
宅相談窓口における最近の相談傾向等」、佐藤民佳調停
委員の講演「建築機器の取扱説明」（出席 27 名）
③藤澤孝彦裁判官の講演「建築訴訟の諸問題（2013 年
度司法研修所民事実務研究会〈建築〉の概要報告）」（出
席 28 名）
３．第５回建築紛争フォーラムの開催　　学会大会（北
海道）関連行事として会議北海道支部発足を記念し「積
雪寒冷地における建築紛争の現状と課題」をテーマに、
札幌地裁長谷川恭弘判事が基調講演を、天崎正弘氏・駒
木根洋一氏ら会議支部会員４名が事例報告を行った（参
加者 120 名）。事前の地元紙北海道新聞への案内記事掲
載、事後の北海道建築指導センター機関誌への概要報告
などの広報活動にも努めた。

（司法支援建築会議北海道支部運営委員長
/ 北海道大学・北海道情報大学名誉教授）

○東海支部	 小野徹郎
　会議東海支部は、2012 年に全国に先駆けて支部とし
て発足してから名古屋地裁と連携してさまざまな活動を
行ってきた。この１年間は次の活動を行った。
１．第４回建築関係協議会
　11 月 8 日に開催され、司法支援建築会議会員、調停
委員、裁判官 36 名参加のもと、講演「鉄筋コンクリー
ト建築物の耐震診断と補強」（講師：飯嶋俊比古氏）に
引き続き次の項目を協議した。①調停委員等の立場から
見た建築訴訟における問題点および改善点、②鑑定に関
して，鑑定人の選任や鑑定事項の絞り込みについての留
意点。③争点が明確に整理された瑕疵一覧表および追加
変更工事一覧表を作成するための有効な方策。
２．第６回建築関係研究会
　6 月 19 日に開催され、司法支援建築会議会員 6 名、
調停委員、裁判官、書記官 31 名の参加のもと、次の項
目について意見交換、協議を行った。①軟弱地盤におけ

る不同沈下、②隣地建物の解体工事による振動の既存建
物への影響、③鉄骨梁の継手、④その他の設備等、⑤賃
貸建物の耐震診断結果と明渡し訴訟の関係。
３．第７回建築関係研究会
　2 月 25 日に開催され、司法支援建築会議会員、調停
委員、裁判官、書記官 36 名の参加のもと、次の項目の
協議、意見交換を行った。①不同沈下の対処方法（具体
的な改修方法や補強方法）について、②ＲＣ造瑕疵判断
および改修方法。

（司法支援建築会議東海支部運営委員長
/ 椙山女学園大学教授）

○近畿支部	 鈴木計夫
　会議近畿支部は 2013 年 4 月 1 日に組織されたが、
実質的な活動は 1987 年に遡る。すなわち、“構造法令
専門者”を対象に、1998 年頃まで毎年、構造用材料、
耐震・改修問題等、さらには行政問題まで幅広いテーマ
をとりあげて、その専門家による説明会を行ってきた。
司法支援建築会議が設置されたのは 2000 年であるが、
その頃から裁判所に対して懇談会形式で数回にわたり専
門知識の説明会を行ってきた。
　このような司法支援活動は、正規の会議支部組織とな
る前であったが、学会支部の常議委員会の中に司法支援
関係の担当者を定めて、裁判所との連絡や、講演会等の
立案、計画、実施打ち合わせ等を事務局とともに行って
いたのである。このように、司法支援活動は会議支部組
織となる以前の学会支部でも一応それなりに行えること
の例を示した。
　さて、現在、会議支部組織は会員約 50 名、運営委員

（幹事役）8 名で活動を行っているが、昨年は大阪地裁
第 10 民事部（建築）の数名の裁判官等との懇談会を開
催し、各種事項の連絡方法等の意見交換を行った。
2014 年の学会大会が神戸大学で開催されるので、恒例
の建築紛争フォーラムの企画実施、特に実務者が参加し
易いように 9 月 14 日（日）に神戸市内の会場で開催す
ることになった。建築紛争フォーラムが終わると 2015
年の司法支援建築会議講演会の準備が始まる。なお、今
回のフォーラムの題目は、「集合住宅・戸建住宅等の建
築紛争の現状と課題」である。会員各位のご参加を期待
する（p.4 開催予告）。

（司法支援建築会議近畿支部運営委員長
/ 大阪大学名誉教授）

■建築設計契約の紛争リスクに関する研究■建築設計契約の紛争リスクに関する研究

松本光平
　一般に建築物または建築活動に関する建築紛争は、さ
まざまな場面で発生する。中でも設計または工事監理業
務に関する紛争は、紛争当事者の一方である設計者また
は工事監理者の組織的、財政的な対応能力に限界がある。
これらの限界はいずれも難問である。
　前者は、現実の紛争の事案では、設計者等が、法的に
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無防備のまま設計契約を進め、予期せぬ事態の発生によ
り、耐え難い損害を被る結果に陥る場合が少なくない。
　後者は、「保険制度」を拡充して対応するのが国際的
に見て普遍的である。しかし、わが国においては十分に
普及していない。
　このような背景のもとで、建築の設計業務（契約）に
関する紛争をとり上げ、その合理的な予防と救済に役立
つ確かな視点を研究することとした。特に紛争の予防に
関しては、小規模住宅で注文者が「一般消費者（建築技
術、法制度等に詳しくない者）」の場合、換言すれば、
戸建住宅プロジェクトを検討の中心的な対象とした。
　一般に、紛争の予防と合理的な解決のための対策は、
対象である建築物特有の性質等に立脚したものでなけれ
ば、十分に機能しない。また、現実の建築紛争の場面は、
多様なので一概に論じることができないと言える。ひと
つの紛争事案に対して、妥当な処理方法が複数あると考
えられる。また、紛争は当然、「静的」な事象ではなく、
時間の経過や場面の展開、これに応じた情報の収集によ
り内容が変化する「動的」なものである。
　従って、本研究は、これらの諸点を十分に捉えていな
いおそれがある。未検討の課題は無数にある。本研究の
方法論的な特徴は、設計・工事監理業務が、専門的な言
語および記号により記録され伝達されることに着目して
いる点にある。簡潔に整理すると、建築主の「注文」は
日常言語により表現され、契約の成果物は、専門言語お
よび記号で記述された「設計図書」である。
　結果として、設計者は経験の少ない建築主の期待を完
全には把握できない。建築主は設計図書が、自己の期待
に合致しているかを確認できない。明らかに合意が不完
全になりやすい。
　結論として、建築設計業務に関する合理的な紛争の予
防と公平な解決には、次の課題が重要であるとしている。
①他の契約には見られない「建築設計契約の特徴」の理
解、②設計者と建築主等との間の綿密なコミュニケー
ションの確立、③契約の基礎に「信頼」の構築、維持、
④書面による業務受託契約の締結過程と履行過程の記録、
⑤契約の成果物に関する 「合理的期待」の形成努力、⑥

「設計準備依頼書」（契約）の締結、⑦「建築主現場立会
説明」の実施、⑧責任保険等への加入（紛争処理の財政
問題）。
　具体的な対策としては、契約法、不法行為法、刑法を
はじめとする広義の建築関係法制度に関する「技術者教
育の拡充」、建築主等に対する「説明の標準化」、「合理
的期待形成技術」の工夫、「建築主現場立会説明」の実
施等を有効な手法として提案している。
　全文は以下の URL で提供している。
　http : //news-sv .a i j . o r . j p/sh ien/s0/pdf/
sekkeifunso11.pdf

（前・調査研究部会長 / 明海大学名誉教授）

■調停委員から

－建築紛争に見る建築士の職業倫理－
■調停委員から

−建築紛争に見る建築士の職業倫理−
宮本慶中

　「建築雑誌」1999 年 4 月号に“建築と裁判”が特集
され司法支援建築会議がスタートすることになったが、
それまで日本建築学会は、身内（建築士）同士の争いの
関与には消極的であったと聞いている。
　私は 2000 年に、司法支援建築会議会員の一期生とし
て調停委員を拝命し、簡易裁判所での兼務もあって、担
当事件数は 300 件を超えたが、専門（構造）は半数く
らいである。2009 年 3 月に日本調停協会連合会発行の

「調停時報」に「訴訟と調停における建築士の関り方に
ついて」を掲載し「建築士の職業倫理」の項で“どちら
かがうそを言っているのではないか”、また“訴外建築
士がキーマンではないか”と勘ぐる必要もあると記載し
たが、耐震偽装事件は最たるものとして、ここでは建築
士が不当に関与し混乱させている事例を紹介する。
　木造 2 階建て住宅の追加工事金の請求事件で、施主
が設計事務所に設計監理料（1,500 万円）、追加・変更
込みの総額 1 億 5 千万円で依頼。工事中に施工者がシャ
ンデリアや家具調度品等を施主に選ばせて高価なものを
取り付けた結果、変更等も含め 3 千 3 百万円の追加工
事金を監理者が承認したということで請求した。しかし、
施主は追加・変更を含めた約束であり、一切払わないと
主張。当の監理者は、工事途中で退職（逃亡？）してお
り、施工者から紹介料として 1 千万円を当人の口座に
振り込ませていたのが判明した。
　当該施工者は、設計監理者から施主の意向（追加・変
更込み）は聞いていないらしく（契約にもない）、現地
での図面との照合の結果、追加・変更内容等を査定し、
2 千万円の支払いで和解はしたが、この事務所の所長も
出てこないし、このような建築士がいるということを
知って驚いた。　
　次に、S 造 3 階建て住宅で、監理者が工事途中の不
具合写真を撮り、手直し指示もせず「調査報告書」とし
て施主に提示し、施工者を途中解除して工事金を支払わ
ないという事件で、現地確認後、解除までの工事内容を
精査し、相当額を払うことで和解したが、当の建築士は
監理と報告書の両方の費用をもらっていたのが分かり唖
然とした。
　2012 年 2 月に日弁連の PD で「依頼者から事件を受
けたときにどういう建築士に頼めばいいのか」、また
2013 年 10 月には、司法研修所の全国の建築紛争担当
の裁判官への説明で「どのようなことを知識として持っ
ていなければならないのか」ということを話した。
　建替え請求事件では建築士から、いかにも当該建物が
中地震でも損壊すると言わんばかりの「調査報告書」が
出てくるが、それらの内容が法令のどの条文による瑕疵
で、また、構造計算上はどうなのかを明確にしないで抽
象的に言って請求をしてくることが多い。
　ある 3 階建の 2 × 4 住宅で、耐力壁の不具合と、基
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礎下端鉄筋のかぶりが砂利敷の上のスペーサーが沈みこ
んで 4cm しかないということで、基準法上の 6cm を楯
に、建築士は施主を煽りたてて建て替えを主張して難行
したことがある。耐力壁の不具合の補修は認めて、基礎
下端のかぶり 4cm でも耐火・耐久性および耐力的には
支障がないのでと和解を進めたが、結局、施工者側が早
期解決のために相当以上の金額で和解したことがある。
この基礎下端のかぶりを 6cm にした経緯を調べたが、
明解な資料はなく、日本建築学会の「JASS5」に“但
し書き”での特例等があれば調停においても早期に対処
できるのではと思量した。
　その他、SRC 構造の短スパンでの柱の浮き上がりを
解消するために大梁端部をピン接合で計算しているのに
図面・施工で S 部はピンだが RC 部は剛接合で平気、
また鉄骨突合せ溶接の目違いが規定を超える 1/2 のず
れでも問題ないと主張する溶接専門家、あと耐震偽装事
件後に、保有水平耐力比が OK なのに「再計算結果は
1.0 以下である」と逆偽装まがいの報告書を出して住民
の不安を煽る者、枚挙にいとまがない。
　建築士の倫理意識向上のための CPD（継続能力開発）
の充実に期待したい。	 （司法支援建築会議会員

/ 一級建築士事務所構造企画 KDM 所長）

■第５回　建築紛争フォーラム
－積雪寒冷地における建築紛争の現状と課題－

（開催報告）

■第５回　建築紛争フォーラム
－積雪寒冷地における建築紛争の現状と課題－

（開催報告）

・日時：2013 年 9 月 1 日（日）13 時 30 分～ 17 時
・会場：北海道立道民活動センター「かでる 2・7」
・概要報告：以下の URL で提供している。
　http://www.aij.or.jp/jpn/symposium/2013/
shihou20130901siryou.pdf

■第14回司法支援建築会議講演会
｢契約を巡る建築紛争の実態と対応」

（予告）

■第14回司法支援建築会議講演会
｢契約を巡る建築紛争の実態と対応」

（開催報告）

・日時：�2013年11月 8 日 ( 水 )13時30分～17時15分
・会場：建築会館ホール（東京都港区芝 2-26-20）
・概要報告：以下の URL で提供している。
　http://www.aij.or.jp/jpn/symposium/2014/
sihou20140327.pdf

■第５回　建築紛争フォーラム
－集合住宅・戸建住宅等の建築紛争の現状と課題－

（開催予告）

■第６回　建築紛争フォーラム
－集合住宅・戸建住宅等の建築紛争の現状と課題－

（開催予告）

・日時：2014 年 9 月 14 日（日）13：30 〜 17：00
・会場：�兵庫県私学会館 4 階大ホール（神戸市中央区

北長狭通 4 丁目 3-13）
・�基調講演：「大阪地裁における建築事件への取組」
　徳岡由美子（大阪地裁第 10 民事部部総括判事）

・�主旨説明：鈴木計夫（司法支援建築会議近畿支部運営
委員長 / 大阪大学名誉教授）

・事例報告：
　①地盤について / 高幣喜文（タカヘイ建築技術研究所
主宰）②住宅について / 玉水新吾（｢ドクター住まい｣  
代表）③マンション関係 ( その１) について　南　勝喜

（ＮＡＭ設計研究所代表）④マンション関係 ( その２)
について　樋笠康男（長田建築事務所代表取締役）
・詳細案内：以下の URL で提供している。
　http://www.aij.or.jp/jpn/symposium/2014/
shihou0914.pdf

■第15回司法支援建築会議講演会
「集合住宅の“音”を巡る紛争の実態と対応」

（開催予告）

■第15回司法支援建築会議講演会
「集合住宅の“音”を巡る紛争の実態と対応」

（開催予告）

・日時：2014 年 12 月 8 日（月）13：30 〜 17：15
・会場：建築会館ホール（東京都港区芝 5-26-20）
・基調講演：「不法行為にもとづく損害賠償請求の実態」
　片野正樹（東京地裁民事 22 部判事）
・�主旨説明：井上勝夫（集合住宅の音環境に関わる建築

紛争と対策編集小委員会主査／日本大学）
・主題解説：
　①遮音性能基準設定の考え方と経緯 / 安岡正人（東京
大学名誉教授）②遮音性能と居住者反応 / 井上勝夫（前
掲）③音を巡る苦情への対応 / 大川平一郎（住環境総合
研究所）④裁判にみる音の紛争事例 / 中澤真司（鉄建建
設）⑤音に関する設計・施工・監理の責任 / 大森文彦

（大森法律事務所）
・詳細案内：以下の URL で提供している。
　http://www.aij.or.jp/jpn/symposium/2014/
sihou20141208.pdf

■平成26年度東京地裁「建築関係事件研究会」■平成26年度東京地裁「建築関係事件研究会」

会場：東京地方裁判所
○第 59 回　「外壁タイルの剥離について」
　日時：2014 年 7 月 4 日（金）15 時～ 17 時
　講師：高橋　拡　氏（竹中工務店技術研究所）
○第 60 回　「結露について」
　日時：2014 年 10 月 9 日（木）15 時～ 17 時
　講師：�大澤元毅（国立保健医療科学院建築衛生部建築

衛生部長）
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